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木材を使った軟弱地盤対策の

価値と利用量と設計方法の現状
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軟弱地盤

資産比率人口比率
国土面積の割合
（377,334km2）

地形

75%49%10%沖積平野

25%51%90%その他 2007年防災白書

岩盤 堆積土

2万年前：100m以上低下
6千年前：数m上昇

生じる被害生じる課題被害が生じる時期対象地盤共通項目

沈下，傾斜，水平
変位

圧密沈下常時粘性土
有機質土

地下水位が浅い
緩く堆積
新しい堆積
礫を主体としない

沈下，傾斜，浮き
上がり，側方流動

液状化地震時砂質土
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木材活用による炭素固定のメカニズム
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木材の地中活用の意義 【安全安心社会】
災害低減（沈下傾斜対策，液状化被害低
減）⇒国土強靭化
【気候変動対策】
二酸化炭素排出削減
二酸化炭素吸収源の拡大⇒カーボンニュートラルへ向けた施策

（2030年目標，2050年目標）

【森林の多面的機能の向上】
水源涵養，土砂災害防止，生物多様性保
全，保健・レクレーション機能，花粉症対策
etc⇒70兆円／年以上の貨幣価値(林野庁

HP)

【国際貢献】
持続可能な社会インフラの整備
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木材活用の気候変動緩和策の効果

木材地中活用
（液状化対策を想定）

CO2吸収
コンクリート

CCUS
(Carbon Capture, Utilization and Storage)

項目

展開中開発中（一部実用化）実用化段階実用化の目途

101001貯蔵コスト比

工事発注者
一般対策と同等
工事費に含まれる

工事発注者
一般コンクリートの2～3倍
工事費に含まれる

原則全額事業主コスト負担者

安全・確実に所定量を貯蔵できる吸収に時間を要し，CNに到達できな
い可能性もある

長期的な漏洩リスクがある確実性

全国で展開可能製造工場が限られる回収場所，貯留場所が限られる展開性

86万t-CO2/年(木材地中利用が150
万m3/年として)
1.7万t-CO2/年以上(2023年実績）

164万t-CO2/年(全てのコンクリートを
代替したとして)
17t-CO2/年(2023年度実績)

【目標値】
2030年：1,300万t-CO2/年
2050年：1.2～2.4億t-CO2/年

貯蔵量規模の
目安

メカニズムがシンプル
森林の多面的機能の向上へも貢献
地盤対策としても有効

セメント使用を減らしＣＮにしながらコ
ンクリートを使用可能

既存の施設をCNで稼働できる
回収したCO2を資源として利用可能

その他の
主なメリット

認知度が低い
工法・技術者が不足

鉄筋との相性が悪いコスト，コスト負担者
長期的な安定

課題

CO2貯蔵技術の比較

日本のCO2排出量：11億3,500万t-CO2（2022年度環境省）
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木材地中利用量

現状

25%

地中海洋

38%

道路関連その他

30%

合計：4,000千m3/年

現状
100万m3

地中海洋
+150万m3

道路関連
その他
+120万m3

木橋
+18万m3

治山治水
+12万m3

合計400万m3/年

2013年3月提言「土木分野における木材利用の拡大へ向けて」より

土木における木材利用ポテシャルの推計値

木材地中利用のポテンシャル
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木材地中利用量

木材を使った主要な地盤対策工法による実績の推移
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一般に木材の地中利用が知られていない．

木材の炭素地中貯蔵効果が国際的に算定の対象と
なっておらず，木材利用のインセンティブになって
いない．

木材を地中利用する工法が少なく，関係者も少ない．

木材を活用するマニュアル類が整備されていない

業界の意見をまとめる組織がない

国際緑化推進センター：軟弱地盤対策のための地中利用木材のCO2蓄積量の評価に関する調査（フェーズⅢ）報告書，2024.3.

※横断研国：日本森林学会，日本木材学会，土木学会による「土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会」

木材地中利用の課題
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設計法の現状 設計書にある木杭設計の記述の変遷
道路橋示方書 建築基礎構造設計指針

1955年

1960年

建築基礎構造設計基準･同解説
「くい基礎設計の基本事項」の項で記述
「くい材料の許容応力度」の項で記述
くい基礎の設計「木ぐい」の項あり
「くいの継手」の項で記述

1964年

道路橋下部構造設計指針くい基礎の設計篇
「杭の分類」の項で記述
「くいの材料のヤング係数」の項で記述
「くい頭とフーチングの結合」の項で記述
構造細目「木ぐい」の項あり

1966年
道路橋下部構造設計指針調査および設計一般篇
材料「木ぐい」の項あり
許容応力度および許容支持力「木ぐい」の項あり

1968年
道路橋下部構造設計指針くい基礎の施工篇
製作，運搬，貯蔵，検査「木ぐい」の項あり
くい頭の仕上げ「木ぐい」の項あり

1974年
建築基礎構造設計基準･同解説
「杭材料の許容応力度」の項で記述
くい基礎の設計「木ぐい」の項あり

1976年
道路橋下部構造設計指針･同解説くい基礎の設計篇
指針から木ぐいが除外される

1988年
建築基礎構造設計指針
指針からは除外され，小規模建築については別の手引き
を参照

2001年
建築基礎構造設計指針
指針で扱わないことが明記された

木材資源利用合理化方策閣議決定

道路橋下部構造設計指針くい基礎の設計篇

「杭の分類」の項で記述

構造項目「木ぐい」の項あり

道路橋下部構造設計指針調査および設計一般篇

材料「木ぐい」の項あり

道路橋下部構造設計指針くい基礎の施工篇

製作，運搬，貯蔵，検査「木くい」の項あり

建築基礎構造設計基準・同解説

「くい材料の許容応力度」の項で記述

くい材料の設計「木くい」の項あり

1955:木材資源利用合理
化方策閣議決定

1976:道路橋示方書より「木ぐい」姿
消す

1988:建築基礎構造設計指
針より「木ぐい」姿消す
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設計法の現状 道路橋示方書（1968年版）
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設計法の現状 建築基礎構造設計（1974年版）
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設計法の現状
※公共土木工事の設計指針等
【パイルネット工法（1975年）】※括弧内は木材利用量（ただし，パイルネット工法とは限らない）

北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県(2,341m3(2020年度)，2,332m3(2021年度))，山形県，

福島県，茨城県，栃木県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新潟県，富山県，石川県，福井
県(631m3(2020年度))，山梨県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県，滋賀県，京都府，大

阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県，鳥取県，島根県，岡山県．広島県，山口県，徳島県，香川県，
愛媛県，高知県，福岡県，佐賀県(6,460m3(2020年度)，5,264m3(2021年度)，3,330m3(2022年度))
長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県

【パイルネット工法の記載なし】

群馬県

【独自の設計指針／マニュアルを作成している】

新潟県，福井県，長野県，佐賀県，（秋田県）

【民間企業開発工法（建設技術審査証明･建築技術性能証明･BCJ評定を取得）】

環境パイル（S）工法（環境パイル(S)工法協会）
QPパイル工法（(株)九州パイリング）
LP-LiC・LP-SoC工法（木材活用地盤対策研究会→LP工法協会）

現在使われている設計方法
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設計法の現状

摩擦力

先端支持力

荷重

丸太による支持力

丸太

基礎底版

軟弱土層

表層地盤
地盤による支持力

丸太部の
支持力：RGa

丸太部を除く
地盤部分の支持力：RBa ＋

丸太先端部の
支持力：RG0a

丸太周面部の
摩擦力:RGfa

構造物の
荷重：V ≤

鉛直支持力の基本的な考え方

＋

V

RG0a 

RBa

RGfa

RBa

支持層
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設計法の現状

B≤2.5：群杭効果
↓
単杭計算を可能に

鉛直支持力の基本的な考え方
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設計法の現状 液状化対策の基本的な考え方

液状化の発生を抑制する

液状化を許容するが構造物被害を抑制する

避ける（2011年Canterbury地震）

液状化発生の抑制方法⇒液状化発生の要因を取り除く

飽和している地盤（地下水位が高い地盤）

均等な粒径で塑性指数が小さい砂地盤（さらさらな砂）

緩い地盤（人工地盤を含めた新しい地盤）

ある程度以上の繰返し外力（地震）
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